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1．は じめに

　近年，東海 ・東南海 ・南淘糖 こイ弋表される糊 也離 匡

が高レ確 率で 予測されてい る。 その 際に発生す る， 継続 侍間の 長 く長

周期 成分にカを有す る長周期地震動が 発生に よっ て ，固有周期の 長い

超高層建物は大きな被害を受 ける可能性が あると指摘されて い る
1
耽

超高層建物は大都市部を中心に数多く建設 されて お り，現在で は社

会機能の 中枢を担っ て い るものが 多い。これ らの超高層建物が長周

期地震動の 被害を受ける こ とは，社会全体に甚大な影響を与え る。

その た め，既存の 超高層建物が長周期地 震動を受けた 場合の 損傷を

事前に把握してお くことは，大変重要で ある。

　この ような背景の もと，長周期地震動 を受ける鋼構造超高層建物

の 耐震 性に 関 して，地震応 答解析
3）4｝，柱剿 妾合部実験

5，などの 検討

が され，多 くの知見力碍 られて きて い る。2008 年 3 月に B ディ フ ェ

ン ス におい て，超高層鋼構造建物を模擬 した実架構実験
0
で は この

実験におい て，柱梁接合部が早期に破断す るな どの損傷が発生 し，

既存超高層建物の而撥 性能向上の 必要 性が確認 された。既存建物の

耐震性能を把握するために，年代や地区に着 目した分析を行い ，既

存建物の 全体像や 傾向を捉 える必 要がある。さらに，分析を基に年

代や地区を代表す る解析モ デル を作成し，長周期地震動に対す る応

答 駐状か ら，既存建物の 耐震 性能 を検討 ずる必 要が ある。

　本報その 1 で は，解析モ デル を作成するた め に，灘 資料の整

理 ・情報の取 得を目的とし，日本建築セ ン タ
ー

の性能評定シ
ー

トを用

い て，既存超高層鋼離 建物の耐謙 斤を行う。本報その 2で はら

主 体構造で ある柱梁接合部に 着目し，そ の 隋報整理 ・傾向把渥を目的

と し，恆能 評定シ
ー

トを用い た調 査・分析を行 う。

2．分析概要

　本研 究は 東亰理 科大学寺本研 究室が作成 した 日本建築セ ン タ
ー

の ビル デ ィン グ レ タ
ー

に基づ く高層建物デ
／一

タベ ー
ス

η
を使用 す る。

その 中で 1966年L2007 年8月の 間に評定 を取得 した鋼構造建物 を対

象とする。分析対象建物 を 1981年新而攘設詐法，1995年兵庫県南

部地震，2001年建築基準法改正を境に，表 1の 様 に期間を分類す る。

なお，表 1 よ り，年代
一5で は他の 年代に比 べ 大幅に棟数が減少し

てい るこ とが分かる。これ鳳 2001年建築基準法改正 にともない，

評定業務が民間に 開放され，い くつ か の 指定性能評定期間が設 立 し，

日本建 築セ ン タ
ーへの 申請が減少 した た めで あ る

S）。よっ て本報 で

は，年代
一5に 関する分析は 傾向把握の 精度を保っ 上で 困難 と判

断したため，年代
一1か ら年代

一4の 範囲で 分析 を行 うこ ととす る。

　　　　　　　　　表 1 年代別建物分類

年代
一1 年代

一2 年代
一3 年代

一4 年代
一5

年代

1966年1月
　 　 〜

1981年5月

1981年6月

　 　 51989

　 121990

年1月

　　 ∫

1994　 121995

年1月
　 　 52001

　 5200

毛年6月
　 　 ∫

2007 年 8

対象棟数 1ア3 110293205 49

3．　 年代別における分析

　図 1（a）〜（D に年代別の 分析を示 すL 図 1の 各図に関 して，棟数の

折れ線 と左 Y 軸の棟数が対応 し，各年代の 占める害「洽積み上げグラ

フ と右 Y 軸の 割合が対応する 。 建物高 さH と建物棟 数の 関係 を図

1（a）に示丸 図よ り，高 さが 150m 未満の 建 物が全 棟数の 89％ （693

棟）を占める。年代
一1 の 80m 以下の 棟数は，年代

一1全体の 棟

数の 57％ と多く，年代
一4の 100m 以上の 棟数は，年代一4 全体の

棟数の 52％ を 占め てい る。図 1〔b）に延べ床面積 と建物 棟数の 関係を

示 す。図 よ り，1万 m2 以上 5万 ml 未 満の 範囲で棟数が最 も多い 。

20万 m2 以上の 範囲に おい て年代 3の建物 が占める割合は 52％ とな

っ てい る，図 1（c）に基準鞜階高と建物 棟数の関係を示 す。 図よ り，

3．5m 以上 4m 未満の 範囲で棟数が最も多く，次い で，4m 以上 45m

未満の 範囲が多い 。年代一1は 3m 未満の 範囲における建物 の 割合

が 8〔P／。を 占めて い る。年代一4 の 4m 以上の 棟数は，年代一4全体

の 棟数の 68％ を占めてい る。図 1（d）に 1次固有周ma　Ttと建吻陳数

の 関係を示す、Tl＝2s以上 3s未満の範囲で棟数が最も多く，次い で

Tl＝1s以上 2S未満の範囲が多い 。　 Ti・　1s未満の 範囲 か ら Ti＝3s以上

4s未 満の 範囲に向か っ て，年代
一1の割合は減少 し，年代一4 の割

合は増加 してい る。図 1（e）に Tl・Cb （Ti：1次固有周期と Cb：ベ ー

ス シ ア係数）と建物棟数の 関係を示す。 図よ り，Tl　・Cb＝O．25以上 0，3

未満で棟数が最 も多く，次い で，Tl・Cb・・　O．3 以上 0．35 夫満が 多い
。
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図 1 年f」捌 の 分析

Tl・Ch＝02 以上か ら 0，4 未満の X 軸方向に 向か っ て．年代
一1の割

合は 増加 し，年代
一4の寄洽 は減少 して い る。建物全体の 93％が Tt・

Cb・・　O．2以 上 D．4未満 の 範囲で分布 してい る。地震荷重に対する風荷

重の 割合く％ ）と建物棟数の 関係を図 1  に示す。風荷重の 割叙ま4〔Pl・

以上 ω ％ 未満の 範囲で棟数が最も多く，風荷重の割合が 6〔Pl・以降

で棟数は減少 して い く。風荷重の割合が 1〔X｝？1。以上の範囲にお い て，

年代
一4 の建物は ない。

4．地区別における分析

　都道府県別の 既存建 吻簾数を図 2 に示ず。年代
一1 か ら年代

一4 の

対象建物棟数は全 781棟 栓 体棟数に対す る害拾て％｝を示ず）で あ り，

図 2 より東京都は 350 棟 （45％ ）を占めて い る。次い で大阪府は 118

棟 （15％），神奈川県は 49棟 （6％ ），愛知県は 31棟 （4％），兵庫県は

30棟 O％）を占めてお り，既存超 高層鋼告建物が上記の 主要都市部

に集 中して 分布 して い る。したが っ て，以降の 分析を東京地 区 （東京，

神奈川，千葉 埼玉＞443棟 （57％ ），名古屋 地区 （愛知，三 重，岐阜）

35棟 6％ ），却仮地区 炭阪 鯛 151棟 （1gelo）の 3地Z 　629棟

（8〔肌 〉に着 目して行 う。

　地 区別の 分析結果 を図 3（a）一（f）に示 す。各図 に 関 して，棟数の折

れ 線と左 Y 軸の棟数 が対応 し，各地 区の 占め る寄哈積み上げグラ フ

と右 Y 軸の 割合が対応する。建物高さH と建物棟数の 関係を図3 

に 示 すL 図よ り，高さが 150m 未満の建物が建物全体の 89％ を占め

る。図 3（b）に延べ 床面積 と建物棟数の 関係 を示す。 図よ り，1 万

「 100 割合 ヒ
ー80
−60
−40
−20
二
〇

T1〔S）

　 　 110D 害洽 09

麟i
100 − （％ ）

m2 以上 10万 m2 未満の範囲で 全体の 8〔Pl。を占める。，名古屋地区の

占める害1｝合は 1 万 m2 未満 の 範囲で 最も多 く，25％ を占め る。図 3（c）

に基準階 浩高 と建 物棟数の 関係 を示 す。図よ り，3．5m 以上 4．5m 未

満の 範囲で全体の 76％を 占め る。図 3（d）に 1次固有周re　Tiと建物

棟数の 関係 を示す。T！
＝1s以上 3s未満の範囲で全 体の 71％を占める。

Ti＝ls未満の 範囲におい て は，東 京地区の み である。 図 3（e ）に T
］
・Ch

と建物棟 数の 関係を示す1 図より，Tl・Cb＝0．25以上 0，3未満で 棟数

が最も多い 。建物の 95％ の建物が Tl・Cb＝0，2 以上 0．4 未満の 範囲で

分布 して い る。図 2（D に地震荷重に対する風荷重の＃la〈％）と棟数

の 関係 を示 す。風 荷重の割合 が 6〔陽 未満 の 範囲にお い て全体 の

71．8％ を 占め，6〔P／e以 降陳数は徐々 に減少 して い く。図 3の 各図 より，

地区ごとの 害1哈 におい て大きな増減は 少なく，3 地区で 同様の傾 向

を示 して い る とい える。

5．周期帯を限定 した分析

5．1 周期帯の 限定に つ いて

　本研究では，超高層建物の 超周期地震動に 対する耐農性能に着目

してい る。長周期地震動は限られた周期帯に ピーク を要する 「特定

の 周期帯」
2）　9）

の存在が知 られ てい る。この 周期帯につ いて は研究

段階で は あ るが，本研究で は文献2），10），11）よ り，東京地 区は 4秒以

上，名古屋地区は 2−・5秒，大阪地区は 4秒以上と仮定した。以降そ

の 周期帯での，特に用途が事務所としてい る建物に着目した 分析を

行 う。
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　上記で 仮定 した周期帯 を基に，事務所用途の建物に 関して．各地

区にお ける周嬲 ljの 総延べ 床面積を図 4 に示す  図 4 は，東京地区

名古屋地区，大阪地区に関 して，周期毎に該当す る建物の 延べ 床面

積を合計 した，総延べ床面積を算出 し示 してい る。また，枠で 囲ま

れた延べ 床面積は，各地区におい て上記で仮定 した周期帯に該当す

る総延べ 床面積を合計 した もの で ある。 図 4 より，東 京地区におけ

る枠 に囲まれ た延べ 床 面積（497．7 万 m2 ）は，全体の 総延べ 床 面積

（1852．9 万 m2 ）の 26．pa／。を占める。名古屋地区における枠に囲まれた

延 べ 床面積〔23．3 万 m2 ）は，全体の 総延 べ 床面膩44．2 万 m2 ）の 52．7％

を占め る。大阪 地区にお ける枠に囲まれた延べ 床面積〔5Ll 万 m2 ）は，

全 体の 総延べ床面 積（354．4 万 m2 ）の 14．4％ を占め る。こ こ で ， 勤務者
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受けるこ とになる。 また，事務所建物 の 3 地区全 体で 332棟あ り，

枠に囲まれた建物は 36棟 ある。全 体数に対す る割合は 11％ で ある。

5．2 事務所建物における構造計画の分析

　前節で 仮定した周期帯を基に，T
］
　
・Cb ，コ ア 形式にっ い て 分祈を

行 う。Tl　・Cbと建物棟数の 関係を図 6に示す』図 6より，Tl・（rbgo．25

以上 e．3未満の 範囲 が全体の 41％を占める。代表的なコ ア形式
1z）13）

を図 7 に示
一9T。コ ア 形式 と建物棟数の 関係 を図 8 に示 丸 図 8 よ り
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　　　 図 6Tl ・Cbと棟数の 関係

　 区ごとの 割合におい て大きな増減は少な く，3地区で 同様の 傾向

　 を示 して い た。

  周期 を限定 した分析で は，仮定に基づ き，延べ 床面積か ら既存

　 鋼構造建物が長周期地震動による何 らか の 被害を受けた場 合，東

　 京地区では 39．8万人，名古屋地区では 1．9臥 大阪地区では

　 4．1 万人に影響 を受 けるこ とになる結果を得た。

今後，本報 で行 っ た分析 を基にモ デル を作成 し，解析 を行 うこ とで

既存高層鋼 冓造建物の 耐震性能評価 を行 う。

瓣

本研究は文部科学省が推進する 「首都直下地震防災・減災糊 IIプ ロ ジェク ト」

の 一
環 として 、（独）防災科学技術研 究所が受託 した 「  都市施設の耐震性能

評価 ・機能確保に関する研究 」の成 果の
一
部 ですL　また、本研究で用い てい

る既存建物 データベ ー
ス は東京理科大学寺本研究室から提供 して頂い たもの

v
〈rgr。ここ に記 して 感謝の意を表 しますも
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